
平成 27年 2月 10日 第  437 号

日 フトリア1災 澤ヒ備‖島 :司護11針 ●棘
`文
凛区ネ椰―丁日15書 6号 ■ 03‐3813‐ 960(代)

事務連絡 ‖:L・I:lbouに ,oulliO.∝ ■_nt.1,
富喜遷報  ,11山 ,LrNれメN21山,lo c贄● :撼 i,

社 内 回 覧

1月 度理事会の概要 1～ 4

情 報

◎ 平成 27年春季全国火災予防運動の実施について

消防庁官通達 消防予第 29号 (平成 27年 1月 29日 )・ ・・ 5～ 9
戦後の主な大規模火災、大洋デパート火災 (1973年 )◎

日本経済新聞 (平成 27年 2月 1日 ) 10～ 14

事務局だより

・組合員情報

・組合行事

・共済制度について
0注文は今後もFAXで

15

15

15

15



1月 度理事会議事録

開催 日時 : 平成 27年 1月 22日 (木)12時 00～ 15時 00分
開催 場 所 : 東京ガーデンパ レス 「桂」

文京区湯島 1-7-5
理事総数 :  10人
出席理事数 :   9人

(1)理事長挨拶
27年 1月 の理事会を開催いたします。本日はこの後、賀詞
交歓会がありますので宜しくお願い致します。

監事、相談役方々のご出席有難 うございます。

(2)業務報告

① 事務局運営・渉外

1月 6日 (火 ) 平成 27年消防出初め式 000松 原理事 出席
全国消防機器協会 新年名刺交換会  ・・・

廣江理事長、磯部、古木副理事長、中島専務理事

松原理事、岡野事務局長 出席
1月 7日 (水)     国土交通省 関東地方整備局

鬼沢経営支援係長   訪問
1月 8日 (木)  三役挨拶廻 り
訪問先

東京消防庁予防部、 (一財)日 本消防設備安全センター

(一社)全国消防機器協会、 (一社)日 本火災報知機工業会
東京都中小企業団体中央会、 (一財)東京防災救急協会
本郷消防署

1月 16日 (金 )神奈川県防災消防協同組合 賀詞交歓会
廣江理事長、岡野事務局長 出席

② 広報
「防災組合ニュース」 1月 10号発行



武藤担当理事よリニュ,ス に組合員に関心のある事柄を盛 り込ん
でゆきたい。各理事の協力をお願いしたい。

③ 教育

6類の講習会の開催を望む声が聞かれるので年度内 (3月 中)に
行 うことができるのか検討 してみる。 (磯部副理事長 )

今期は受験準備講習会の受講料を大幅に下げた。多くの人が参加

し易くとのことである:(広江理事長 )

④ 福利厚生 0企画 (行事運営)

古木担当理事よリボウリング・忘年会の収支報告が行われた。

また、本 日の賀詞交歓会での協力を各理事に要請した。

26年度の福利厚生事業は参加人数が増え成功裏に終わった。
最後の賀詞交歓会も滞 りなく終了したい。 (廣江理事長 )

⑤ 財務・共同購買

前年度に対して売上は改善されている、 26年度の年間売上
目標はクリアできる可能性は大きい。

今月は外部の売上が増加 している。組合の売 り上げ増加に貢献

している。

古木副理事長より提示された仕入先に関し、事務局との話し合

いを行 うことも必要ではないかとの意見が出された。

営業利益が久々にプラス計上できた。前年度に対し経営面での

改善も行われている。

⑥ 開発

現在のところ特にない。

⑦ 防排煙検討委員会

新年度早々、防排煙設備実務要領Ⅱの発刊を行 う。

価格等については未定で、詳細は防排煙検討委員会での決定

となる。
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③ 青年部

賀詞交歓会でのお手伝いをお願いしてある。

日頃の協力に非常に感謝している。

⑨ 支部運営促進

参加者が少ない支部会について、打開策 として実験的に隣接の支部

が合同で支部会を開催して様子を見るとい う意見。

又、支部会と理事会の関係の緊密化を図るため正副支部長、理事会

議を先に行いそこでテーマを決定し、各支部会で検討してもらう

との意見がでた。

もう少し意見の調整を図り来年度に備えたい。

⑩ 研究部会

・定款、規約の改訂に取り組む。中央会に出向き指導をお願いする。

・「一人危険予知カー ド」の配布を決定。

組合員ニュースと一緒に送る。

危険予知について販売元に依頼すれば講師の派遣も可能とのこと。

・組合として、危機管理等の講習を行つてゆくことを確認。

⑪ その他の事業

特になし。

(3)議案の審議
第 1号議案

平成 27年賀詞交歓会の任務分担確認等について

来賓、特に業者の方々の名前の読み上げの確認。

今回は参加者全員を読み上げる。

変更 ビンゴゲーム司会者 廣江理事長から松原理事に変更。

(4)そ の他
次回理事会 平成 27年 2月 19日 (木 )
文京区民センター  2・B会議室



平成 27年 1月 度業務報告

・月 日 (曜)    ・ 内 容 等           ‐来局理事等

12月 25日 (木) 業務決裁     000 廣江理事長(会社にて)

1月 6日 (火)  平成 27年消防出初め式 ・・・松原理事 出席

全国消防機器協会 新年名刺交換会
廣江理事長、磯部、古木副理事長、中島専務理事 (三役)

松原理事、岡野事務局長 出席

1月 7日 (水) 国土交通省 関東地方整備局 鬼沢経営支援係長 訪問
廣江理事長、武藤理事、岡野事務局長

1月 8日 (木) 三役挨拶廻り
訪問先

東京消防庁予防部、(一財)日本消防設備安全センター、

(一社)全国消防機器協会、(一社)日本火災報知機工業会
東京都中小企業団体中央会、(一財)東京防災救急協会

本郷消防署

東京都中小企業団体中央会 新年会  松原理事 出席

1月 9日 (金) 業務決裁       ・・・ 廣江理事長 (会社にて)

1月 16日 (金)神奈り|1県防災消防協同組合 賀詞交歓会
廣江理事長、岡野事務局長  出席

1月 19日 (月 ) 経営診断         000 小出副所長



消 防 予 第 29号

平成 27年 1月 29日

馨稽逗黒暑驚言}殿
消防庁長官

平成 27年春季全国火災予防運動の実施について

本年の春季全国火災予防運動については、平成 27年 3月 1日 から7日 までの

7日 間にわたり、別添 「平成 27年春季全国火災予防運動実施要綱」に基づき、

実施することといたします。

貴職におかれましては、本運動及び関連行事への住民の積極的な参加を促し、

火災及び災害に強いまちづくりの継続的な推進のため、特段の御配慮をお願い

いたします。

また、各都道府県知事におかれましては、貴都道府県内の市町村 (消防の事

務を処理する一部事務組合等を含む。)に対しても周知していただきますようお

願いいたします。

担当

消防庁予防課予防係 福井 増沢 大槻
〒100-8927東京都千代田区霞が関 2-1-2

TEL 03-5253-7523 : FAX 03-5253-7533
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別添

平成 27年春季全国火災予防運動実施要綱

1 目的
この運動は、火災が発生しやすい時季を迎えるに当たり、火災予防思想の一層の普及

を図り、もつて火災の発生を防止し、高齢者を中心とする死者の発生を減少させるとと

もに、財産の損失を防ぐことを目的とする。

2 防火標語 (平成 26年度全国統一防火標語)
『もういいかい 火を消すまでは まあだだよ』

3 実施期間
平成 27年 3月 1日 (日 )か ら3月 7日 (土)ま での 7日 間

4 重点目標
(1)住宅防火対策の推進

(2)放火火災防止対策の推進

(3)特定防火対象物等における防火安全対策の徹底

(4)製品火災の発生防止に向けた取組の推進

(5)多数の者が集合する催しに対する火災予防指導等の徹底

(6)林野火災予防対策の推進

5 重点目標の取組に当たって効果的と考えられる具体的な推進項目
(1)住宅防火対策の推進

ア 住宅用火災警報器の設置の徹底、適切な維持管理の周知及び経年劣化した住宅用
火災警報器の交換の推進

イ 住宅用消火器を始めとした住宅用防災機器等の普及促進
ウ たばこ火災に係る注意喚起広報の実施
工 防炎品の普及促進
オ 消防団、女性 (婦人)防火クラブ及び自主防災組織等と連携した広報 。普及啓発
活動の推進

力 地域の実情に即した広報の推進
キ 高齢者等の要配慮者の把握や安全対策に重点を置いた死者発生防止対策の推進
(2)放火火災防止対策の推進
ア 放火火災に対する地域の対応力の向上
イ パチンコ店及び物品販売店舗における放火火災防止対策の徹底
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ウ 効果的な放火火災被害の軽減対策の実施
(3)特定防火対象物等における防火安全対策の徹底
ア 防火管理体制の充実
イ 避難施設等及び老朽化消火器を始めとする消防用設備等の維持管理の徹底
ウ 防炎物品の使用の徹底及び防炎製品の使用の促進
工 防火対象物定期点検報告制度及び防災管理点検報告制度の周知徹底
オ 違反のある防火対象物に対する是正指導の推進
カ ホテル・旅館等における防火安全対策の徹底
キ 表示制度及び公表制度の取組の推進
ク 高齢者や障がい者等が入居する小規模福祉施設における防火安全対策の徹底
ケ 有床診療所・病院等における防火安全対策の徹底
(4)製品火災の発生防止に向けた取組の推進
製品の適切な使用 。維持管理及び製品火災に関する注意情報の周知徹底

(5)多数の者が集合する催しに対する火災予防指導等の徹底
ア 催しを主催する者に対する指導
イ ガソリン等の貯蔵・取扱いに対する指導
ウ 火気器具を使用する屋台等への指導
(6)林野火災予防対策の推進
ア 林野周辺住民、入山者等の防火意識の高揚
イ 火災警報発令中における火の使用制限の徹底
ウ 火入れに際しての手続き等の徹底
工 林野所有者等に対する林野火災予防措置の指導の強化

6 地域の実情に応じた重′点項目の設定
火災予防運動の実施に当たつては、必要に応じて次の事項等を追加するなど、地域の

実情に応じた運動を展開することにより、効果的に火災予防思想の普及を図ることがで

きるものと考えられる。

(1)地域における防火安全体制の充実
ア 消防団員確保を推進することによる地域の火災予防体制の充実
イ 女性 (婦人)防火クラブ及び自主防災組織の整備充実
ウ 在日外国人に対する火災予防広報の実施
(2)震災時における出火防止対策等の推進
ア 過去の大震災等の教訓を踏まえた出火防止対策等に係る啓発活動の推進
イ 火気使用器具及び電気器具の特性を踏まえた震災時の出火防止対策等の推進
ウ 自主防災組織等と連携した地域の防火安全対策の推進
工 震災時の速やかな初期消火、延焼被害の抑制対策の推進
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(3)大規模産業施設の安全確保
ア 当該施設の実態把握
イ 当該施設で取り扱う危険性物品 (廃棄物の処理・加工品を含む。)の把握
ウ 当該施設に係る防火安全対策の徹底
工 事故の発生、対処状況について消防機関への速やかな通報連絡・情報提供の徹底
(4)電気火災・燃焼機器火災予防対策の推進

ア 電気配線・燃料配管の適切な維持管理
イ 老朽化した器具や配線・配管の交換の推進
ウ 電気機器や燃焼機器等の正しい使用の徹底
(5)乾燥時及び強風時の火災発生防止対策の推進
ア 火災予防広報の実施
イ たき火等を行う場合の消火準備及び監視の励行
ウ 火気取扱いにおける注意の徹底
工 工事等における火気管理の徹底
(6)文化財建造物等の防火安全対策の徹底

7 実施要領
別紙 1「住宅防火 いのちを守る 7つのポイント」に関する広報及び放火火災防止
対策戦略プランの活用並びに別紙 2「平成 27年全国山火事予防運動実施要綱」に定め

る山火事予防運動及び別紙 3「平成 27年車両火災予防運動実施要綱」に定める車両火

災予防運動との一体的な実施を含め、次の事項の実施が火災予防思想の普及に効果的と

考えられる。

(1)消防庁の実施事項
ア 関係省庁 。関係団体への協力依頼、各都道府県への本運動の周知
イ 各種メディアや広報媒体を通じた広報
(2)都道府県が実施した場合に火災予防思想の普及に効果的と考えられる事項
ア 関係部局 。関係団体への協力依頼、各市町村への本運動周知
イ 各種メディアや広報媒体を通じた広報
(3)市町村が実施した場合に火災予防思想の普及に効果的と考えられる事項
ア 関係部局・関係団体への協力依頼
イ 各種媒体を積極的に活用した広報
ウ 消防団、女性 (婦人)防火クラブ及び自主防災組織等の各団体や福祉関係団体等
との連携

工 各種消防訓練、住宅防火診断 (訪間診断)、 催し物等の実施
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男り湘氏■

住宅防火 いのちを守る 7つのポイント
ー3つの習慣・ 4つの対策一

3つの習慣

○ 寝たばこは、絶対やめる。
○ ス トープは、燃えやすいものから離れた位置で使用する。
O ガスこんろなどのそばを離れるときは、必ず火を消す。

4つの対策

○ 逃げ遅れを防ぐために、住宅用火災警報器を設置する。
○ 寝具、衣類及びカーテンからの火災を防ぐために、防炎品を使用する。
O 火災を小さいうちに消すために、住宅用消火器等を設置する。
O お年寄りや身体の不自由な人を守るために、隣近所の協力体制をつくる。
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事 務 局 だ よ り

◎組合員情報

代表者変更 :株式会社 プロサス
代表取締役会長  吉野 進
代表取締役社長  諏訪 博之

◎組合行事
01月 22日 (木) 新年賀詞交歓会
於 :ホテル東京ガーデンパレス 2階「天空」
各位のご協力により盛会でした。有難うございます。

新年が各位にとつて佳き年でありますように。

・ 2月 16(月 )17日 0り
受験準備講習会甲4類 開催予定
於 :文京区民センター 3-B会 議室

◎共済制度について

●消防設備保守・点検・設置工事等の賠償責任保険 :

三井住友海上火災保険株式会社 (代理店・株式会社サンリビング)と提携

しています。請負業者賠償責任保険・生産物 (完成工事)賠償責任保険・

受託者賠償責任保険がセットになつた総合型の保険です。

●自動車共済制度 :

関東自動車共済共同組合と提携しています。

団体傷害補償制度 :

三井住友海上火災保険株式会社 (代理店 0株式会社サンリビング)と提携

しています。

◎ ご注文は今後もFAXでお願いします。
組合員の皆様には、いつも FAXでご注文をいただき誠にありがとうござ
います。ご注文の商品名 0数量等間違いのない納品をさせて頂くために、

ご注文は今後ともFAXでお願いいたします。
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